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平成 23 年 7月 29 日 

      各      位 

会 社 名  株式会社 中 電 工 

代表者名  代表取締役社長 神出   亨 

（コード番号 1941 東証第 1 部） 

問合せ先  常務取締役兼執行役員 

 経営企画室長    赤丸 達治  

（TEL．082－233－9034） 

 

 

当社子会社の合併に関するお知らせ 
 

  当社は，平成 23 年７月 29 日開催の取締役会において，株式会社中工設備（非連結子会社）と株式会

社中電工サービス広島（連結子会社）を，また，株式会社周南エレテック（非連結子会社）と株式会社

山口エレテック（連結子会社）を，それぞれ下記のとおり合併することを決議いたしましたのでお知ら

せします。 

 

記 

 

Ⅰ．株式会社中工設備と株式会社中電工サービス広島の合併 

１．合併の目的 

    ２社は，共に広島県内を主な営業区域とする設備工事会社であり，それぞれの経営資源を統合す

ることにより，経営の基盤強化と効率化を図るものです。 
２．合併の要旨 

  (1) 合併予定日（効力発生日） 
      平成 23 年 10 月 1 日 
  (2) 合併方式 

      株式会社中工設備を存続会社とする吸収合併方式 

３．合併当事会社の概要（平成 23 年 6月 30 日現在） 

(1) 商号 
株式会社 中工設備 
 (存続会社) 

株式会社 中電工サービス広島 
 

(2) 事業内容 電気工事，電気通信工事，管工事 他 電気工事，電気通信工事，管工事 他 

(3) 設立年月日 昭和 49 年 11 月 13 日 平成 14 年 4月 1日 

(4) 本店所在地 広島県広島市西区上天満町 1番 15 号 広島県福山市今津町二丁目 5番 26 号 

(5) 代表者 代表取締役社長 村上  潤 代表取締役社長 村上  潤 

(6) 資本金 20 百万円 20 百万円 

(7) 総資産 269 百万円 (平成 23 年 3 月 31 日現在) 294 百万円 (平成 23 年 3 月 31 日現在) 

(8) 決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 
(9) 大株主および 
持株比率 ㈱中電工  90% ㈱中電工  100% 

４．合併後の状況（予定） 

(1) 商号 株式会社 広島エレテック 

(2) 事業内容 電気工事，電気通信工事，管工事 他 

(3) 本店所在地 広島県福山市今津町二丁目 5番 26 号 

(4) 代表者 代表取締役社長 村上  潤 

(5) 資本金 20 百万円 

(6) 決算期 3 月 31 日 

５．今後の見通し 

    ２社はいずれも小規模であり，当社連結業績に与える影響は軽微であります。 
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Ⅱ．株式会社周南エレテックと株式会社山口エレテックの合併 

１．合併の目的 

    ２社は，共に山口県内を主な営業区域とした設備工事会社であり，それぞれの経営資源を統合す

ることにより，経営の基盤強化と効率化を図るものです。 
２．合併の要旨 

  (1) 合併予定日（効力発生日） 
        平成 23 年 10 月 1 日 
  (2) 合併方式 

        株式会社周南エレテックを存続会社とする吸収合併方式 

３．合併当事会社の概要（平成 23 年 6月 30 日現在） 

(1) 商号 
株式会社 周南エレテック  
(存続会社) 

株式会社 山口エレテック 
 

(2) 事業内容 電気工事，電気通信工事，管工事 他 電気工事，電気通信工事，管工事 他 

(3) 設立年月日 昭和 44 年 12 月 1 日 平成 15 年 4月 1日 

(4) 本店所在地 山口県周南市鼓海二丁目 118 番 75 号 山口県山口市小郡下郷字蔵下789番地7

(5) 代表者 代表取締役社長 藤井 民雄 代表取締役社長 藤井 民雄 

(6) 資本金 3 百万円 20 百万円 

(7) 総資産 122 百万円 (平成 23 年 3 月 31 日現在) 111 百万円 (平成 23 年 3 月 31 日現在) 

(8) 決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 
(9) 大株主および 
    持株比率 ㈱中電工  100% ㈱中電工  100% 

４．合併後の状況（予定） 

(1) 商号 株式会社 山口エレテック 

(2) 事業内容 電気工事，電気通信工事，管工事 他 

(3) 本店所在地 山口県周南市鼓海二丁目 118 番 75 号 

(4) 代表者 代表取締役社長 藤井 民雄 

(5) 資本金 20 百万円 

(6) 決算期 3 月 31 日 

５．今後の見通し 

    ２社はいずれも小規模であり，当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


